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ＳＥＺ開発プロジェクト（一一三八ヘクタール）である。第一期開発（工業ゾーンだけで三億二〇〇〇万ドルの投資）で 二〇一一年末までに五二八ヘクタールを開発見込み。残りは二〇一五年末ま に開発予定である。二〇〇六年中国商務部は中国企業 海外進出を奨励する観点から、海外に八つの工業団地 設立 ことを決定したが、シハヌークビルＳＥＺはそのうちのひとつ ある。カンボジアへの企業進出を通じて、欧米諸国輸出規制や反ダンピング措置の回避が可能となる。二〇〇八年二月、同ＳＥＺ敷地内一万人が参加のもと起工式典が開催。同月、カンボジア政府から承認 得て事業 開始。衣類製造、バイク組立など中国企業 既に操業を開始している。
なお、 ＳＥＺ進出上の外資系企業側のメリッ
トとしては、①投資優遇措置（最長九年間の法人税免除、原材料の輸入税免除）を享受できること、②ワンストップサービスを享受できること、③カンボジアからのＥＵ向け輸に際し一般特恵関税（ＧＳＰ）が付与されていること、④大メコン圏（ＧＭＳ） 市場開拓アクセスが容易なこと、⑤低廉な労働力の確保が比較的容易な ⑥土地リース料近隣諸国に比べ安価 等が指摘される。
また、中国によるインフラ開発支援案件と











設にも従事。完成時には で最高層の四十二階建てのビルとなる。また 中国企業による都市開発計画として、ＣＤＣ コッコン州での七つのニュータウン開発計画を二〇〇八年六月、認可している 投資総額が三十八億ドルとされ 数多くの中国人の移住が される、との噂話も現地で聞かれた。３
. 日本からの投資案件の増加に期待一方、日本からの投資は、単年ベースでの
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繊維、製靴、食品関係が数多くみられる家電部品用大手企業の進出案件も見 ようになっている。ミネべアは、中国やタイでの人件費の上昇等から、家電や携帯電話等搭載用のモーターの全額出資生産会社をカンボジアに設立。当面はＰＰＳＥＺ内の賃貸工場で、九〇〇 を雇用し 二〇一一年春 生産開始予定とされる
 。また、生産拠点ではな






が九〇年代前半より合弁で亜鉛鉄板製造・販売のイースタンスティールイ ダストリー社を設立、三井物産が原油・天然ガス探鉱事業、三菱商事 ボ キサイト採掘など積極的な事業展開を行っている。
サービス業でも、日本の美容院が、プノン





















処理施設、ドライポートを有するＳ である。ワンストップサー ビスセンター も二〇〇八年九月から正式に業務 開始し、二年以上が経過している。カンボジアにおける電力料金の高さなど操業に際する問題点も指摘される 、整備された ンフラ兼ね備えたＳＥＺとして、日系企業はじめ、更なる企業進出の増加が見込まれている。（かわだ
  あつすけ
　
日本貿易振興機構企画部
事業推進主幹
( ＡＳＥＡＮ・南西アジア担当
) ）
